
該当団体数21 21 21 21 17 0 13 12 9 16 16 10 1 3 3 3 19 2 1 1 1 0 0 0

愛媛県 松山市 教育委員会事務局　学校教育課 089-948-6590 gkkyoiku@city.matsuyama.ehime.jp
http://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/kosodate/gakk
okyoiku/syugakuenjyo.html ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県 今治市
今治市教育委員会事務局　学校
教育課 0898-36-1601 gakukyou@imabari-city.jp http://www.city.imabari.ehime.jp/ ○ ○ ○ ○

愛媛県 宇和島市
宇和島市　教育委員会　教育総
務課 0895-49-7030 kyoiku@city.uwajima.lg.jp

https://www.city.uwajima.ehime.jp/soshiki/30/kyoiku001.ht
ml ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県 八幡浜市 八幡浜市教育委員会学校教育課 0894-22-3111
gakkoukyouiku@city.yawatahama.e
hime.jp

http://www.city.yawatahama.ehime.jp/docs/2014080600133
/ ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県 新居浜市 教育委員会事務局　学校教育課 0897-65-1301 gakkou@city.niihama.lg.jp http://www.city.niihama.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県 西条市 学校教育課　学務係
0897-56-5151 (内線
5324) gakkokyoiku@saijo-city.jp

http://www.city.saijo.ehime.jp/soshiki/gakkokyoiku/gk0048.h
tml ○ ○ ○ ○ ○ ○

・保健福祉部発行のハンドブックに記載。
・在校生の保護者に対し、制度についての書類を年1回配布。
・学校だよりに年2回掲載。転入学生には、転入学時にその他の書
類と合わせて配布。 ○

愛媛県 大洲市 大洲市教育委員会　教育総務課 0893-24-1733 gakkoukyouiku@city.ozu.lg.jp http://www.city.ozu.ehime.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県 伊予市
伊予市教育委員会事務局　学校
教育課 089-989-9871 g-kyouiku@city.iyo.lg.jp http://www.city.iyo.jg.jp ○ ○ ○

愛媛県
四国中央
市

四国中央市教育委員会指導部学
校教育課 0896-28-6045 gakkyo1@city.shikokuchuo.ehime.jp

https://www.city.shikokuchuo.ehime.jp/soshikikara/kyouikuii
nkai/index.html ○ ○ ○ ○ ○ ○

家庭訪問時に、担任教諭が各家庭の実情を見て、就学援助制度の
説明をする等をしている。 ○

愛媛県 西予市 教育部学校教育課 0894-62-6414 gakkoukyouiku@city.seiyo.ehime.jp http://www.city.seiyo.ehime.jp/docs/2016062100013/ ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県 東温市 東温市教育委員会学校教育課 089-964-4420 gakkokyoiku@city.toon.ehime.jp
http://www.city.toon.ehime.jp/life/life_theme/kyouiku/schoo
l/shugakuenjo.html ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県 上島町 上島町教育委員会　教育課 0897-77-2207 kyoiku@town.kamijima.ehime.jp ○ ○

愛媛県
久万高原
町 久万高原町教育委員会 0892-21-0139 kyouiku@kumakogen.jp ○ ○ ○

愛媛県 松前町 松前町教育委員会学校教育課 089-985-4125 411somu@town.masaki.lg.jp ○ ○

愛媛県 砥部町 砥部町教育委員会学校教育課 089-962-4820 090kyoiku@town.tobe.lg.jp
http://www.town.tobe.ehime.jp/soshiki/10/syuugakuenjyo.ht
ml ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県 内子町
内子町教育委員会事務局学校教
育課 0893-44-2124

gakoukyouiku-
s@town.uchiko.ehime.jp https://www.town.uchiko.ehime.jp/ ○ ○

・毎年、保護者への周知文書を教育委員会で作成し、新入学児童と
在学児童生徒の保護者全員に配布するよう学校に周知している。
・配布時期については学校に任せている。 ○

愛媛県 伊方町
伊方町教育委員会事務局　学校
教育室 0894-38-2660 gakkokyoiku@town.ikata. http://www.town.ikata.ehime.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県 松野町 教育委員会教育課 0895-42-1118 m-kyouiku@town.matsuno.ehime.jp ○ ○ ○

愛媛県 鬼北町 鬼北町教育委員会教育課
0895-45-1111（内線
4116） kyouiku@town.kihoku.ehime.jp http://www.town.kihoku.ehime.jp/ ○ ○ ○

愛媛県 愛南町 愛南町教育委員会学校教育課 0895-72-1113 gakkokｙoiku@town.ainan.ehime.jp http://ainan-t.esnet.ed.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛媛県
篠山小中
学校組合

篠山小中学校組合教育委員会学
校教育課 0895-72-1113 gakkokｙoiku@town.ainan.ehime.jp http://ainan-t.esnet.ed.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載

エ．入学
時に学校
で就学援
助制度の
書類を配
付

オ．毎年
度の進級
時に学校
で就学援
助制度の
書類を配
付

カ．各学
校に対し
て制度を
書面で周
知

キ．教職
員向け説
明会を実
施

ク．保護
者向け説
明会を実
施

ケ．その
他（内容
を１，（２）
に記入)

ア．各学
校で制度
案内を配
付後、希
望者に各
学校から
申請書を

配布

イ．各学
校で制度
案内を配
付後、希
望者に教
育委員会
から申請
書を配布

ウ．各学
校で全児
童生徒も
しくは保

護者に申
請書を配

付

エ．教育
委員会で
全児童生
徒もしくは
保護者に
申請書を

配付

オ．制度
案内等は
行わず、
各学校で
希望者に
対して申
請書を配

付

①部署名 ②電話番号 ③e-mail ④ウェブサイト ⑤その他（SNSなど）

１．就学援助制度の周知方法 ２．就学援助制度の申請書の配布方法

（１）貴市区町村における就学援助制度の周知方法

（２）（１）でケに○をした場合、その内容

（１）貴市区町村における就学援助制度の申請書の配布方法

①都道府県②市町村

０　就学援助制度問い合わせ先（広報用） Ⅰ　就学援助制度の実施について

（２）（１）でキに○した場合、その内容

カ．制度
案内等は
行わず、
教育委員
会で希望
者に対し
て申請書
を配付

キ．その
他（内容
を２．（２）
に記入し
てくださ
い。）
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課税所得
等の分類

基準額の
時期

21 20 16 16 17 20 6 6 16 16 7 7 9 14 11 3 2 0 7 16 16 16 16 0 0 7 7 21

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 その他 その他 355

具体的な要件を設けているものではなく、申請者からの申し立て及びその事実を証明する書
類に基づき、個別に認定している。例えば、失業により、経済状況が大幅に悪化した場合
等。

・課税所得の分類は、総所得、退職所得および山林所得の合計から社会保険料控除、生命
保険料控除および地震保険料控除の合計を差し引いたもの。
・基準額の時期は、平成25年8月の見直し前の基準を用いている。 20%未満

○ ○ 1.3 課税所得
３年前の
年度 271 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.4

総所得
（税引き
前） 当該年度 336 20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 課税所得 その他 288 特別の教育的配慮が必要であると認められる者 【基準額の時期】平成24年12月末日現在 15%未満

○ ○ ○ 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3

総所得
（税引き
前）

３年前の
年度 330

学校及び民生委員の意見書に基づき、特殊な事情（予期せぬ病気や事故により多額に治療
費がかかる等）が教育委員会によって認められる場合。 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 課税所得 その他 232 児童生徒を就学させることが困難な状況にあると教育委員会が認めるもの 【基準額の時期】特別支援教育就学奨励費の需要額測定に用いる保護基準額 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 その他 その他 313

【課税所得等の分類】給与収入等（税引き前）から健康保険料、厚生年金保険料および雇用
保険料を引いたものを基準根拠としている。
【基準額の時期】平成25年4月 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 課税所得 前年度 290 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3

総所得
（税引き
前） その他 300

【基準額の時期】平成２５年度8月改正以前の生活保護生活保護基準額をもとに認定を行っ
ている。 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
「認定に係る理由書」の添付（保護者からの詳しい申請理由、校長の証明及び地区民生委
員の証明を記入） 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3

総所得
（税引き
前） 当該年度 284 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.5 その他 その他 344 当該児童又は生徒を就学させることが困難な状態にあると教育委員会が認めるもの

【課税所得等の分類】生計を同一にするものの収入見込額を合算した額。ただし、生活保護
法による収入認定において収入として認定しないものを除く。
【基準額の時期】特別支援教育就学奨励費の需要額測定に用いる保護基準額 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 課税所得 その他 301 国民年金法第89条及び第90条に基づく国民年金の掛け金の減免 【基準額の時期】特別支援教育就学奨励費の需要額測定に用いる保護基準額 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.5

総所得
（税引き
前） 当該年度 311 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 課税所得 前年度 194 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ 1.3 課税所得 前年度 283 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ 1.3 課税所得 前年度 283 0%未満

目安額（年
額）

就学援助率

テ．その
他

係数（倍
率）

基準根拠

目安額
（年額）

係数（倍率）

セ．生活
福祉資
金による
貸付け

ソ．生活
保護の
基準額
に一定
の係数
を掛けた
もの（生
活保護
の基準
額が変
わると自
動的に
要件が
変わるも
の）

タ．生活
保護の
基準額
に一定
の係数
を掛けた
もの（生
活保護
の基準
額を参
照して額
を定めて
いるも
の）

チ．特別
支援教
育就学
奨励費
の需要
額測定
に用いる
保護基
準額に
一定の
係数を
掛けたも
の

ツ．市区
町村民
税（所得
割又は
均等割）
課税最
低限度
額に一
定の係
数を掛け
たもの

ケ．個人
の事業
税の減
免

コ．固定
資産税
の減免

サ．学校
納付金の
納付の状
態や、昼
食，被服
等が悪い
者。学用
品，通学
用品等に
不自由し
ている者
等で保護
者の生活
状態が極
めて悪い
と認めら
れる者、

シ．経済
的な理
由による
欠席日
数が多
い者

ス．保護
者の職
業が不
安定で，
生活状
態が悪
いと認め
られる者

エ．国民
年金保
険料の
免除

オ．国民
健康保
険法の
保険料
の減免
または
徴収の
猶予

カ．児童
扶養手
当の支
給

キ．保護
者が職
業安定
所登録
日雇労
働者

ク．PTA
会費，学
級費等
の学校
納付金
の減免
が行な
われて
いる者

Ⅱ　平成２９年度準要保護認定基準

（１）平成２９年度における準要保護認定基準
（２）（１）でソ，タ又はチに○をした場合，係

数（倍率），基準根拠及び目安額

（３）（１）でツに○をした
場合、市町村民税課税
最低限度額に掛ける係
数（倍率）及び目安額

（４）（１）でテに○をした場合，その他の基準の内容 （５）その他

ア．生活
保護法
に基づく
保護の
停止ま
たは廃
止

イ．市区
町村民
税の非
課税

ウ．市区
町村民
税の減
免
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（２）補足事項　（１）でその他に○をした場合、費目毎の援助額の内容を記入。その他補足事項

実費
支給
平均額

現物支給 上限額
上限の
金額

支給
平均額

一定額
一定の
金額

その他 実費
支給
平均額

現物支給 上限額
上限の
金額

支給
平均額

一定額
一定の
金額

その他 実費
支給
平均額

現物支給 上限額
上限の
金額

支給
平均額

一定額
一定の
金額

その他 実費
支給
平均額

現物支給 上限額
上限の
金額

支給
平均額

一定額
一定の
金額

その他

0 0 0 2 3 2 20 20 0 0 0 0 3 3 3 19 18 0 14 14 0 0 0 0 1 0 0 20 20 0 1 1 1 1 0 0 16

○ 11,420 ○ 20,470 ○ 0 ○ 27,622
・通学費の０円は実績額。（実績なし）
・修学旅行費の支給平均額は平成28年度の実績額。

○ 11,100 ○ 19,900 ○ 0 ○ 27,386
・通学費は、対象費目としてはあっても実績がない
・修学旅行費は、Ｈ２８年度実績額

○ 13,650 ○ 40,600 ○ 40,000
・学用品費は小学2年～6年の金額を記載。1年は11,420円。
・実費支給の費目については、見込額の算出が困難であるため、28年度実績より算出。

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 0 ○ 44,000
・「支給平均額」欄については、29年度予算に計上した単価。
・通学費については、対象費目としてあるものの、実績はない。

○ 13,650 ○ 40,600 ○ 20,000 ○ 26,600 ・学用品費と通学用品費を合わせて13,650円支給。

○ 11,420 11,420 ○ 20,470 ○ 0 ○ 25,000
・通学費は対象項目であるが、対象者がいなかったため実績がない。
・新入学学用品費については、国の基準単価に合わせるよう補正予算で対応することを検討している。

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 56,000
通学用品費は、学用品費と合わせて支給している。
（学用品費＋通学用品費＝11,420円）

○ 11,420 ○ 40,600 40,600 ○ 0 ○ 36,206 通学費・医療費については実績なし。

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 26,660 ・支給平均額はすべて平成28年度実績。

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 0 ○ 41,546

○ 15,220 ○ 40,600 40,600 ○ 0 ○ 21,490 21,490

・通学費は、対象者がいない。
・学用品費と通学用品費、校外活動費(宿泊を伴わないもの)は、学用品費等として、まとめて援助してい
る。（1年生12,990円、2～6年生15,220円を一定額（年額）に設定。）

○ 11,420 11,420 ○ 20,470 20,470 ○ 0 ○ 40,000
・修学旅行費は29年度予算に計上した単価
・通学費は支給実績なし

○ 11,420 ○ 20,470 ○ 51,730 ○ 38,613

○ 15,220 ○ 20,470 ○ 0 ○ 32,690
・通学用品費、校外活動費（宿泊を伴わないもの）を学用品費に含む
・通学費は前年度支給実績なし

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 0 ○ 39,595
・通学費は実績なし。
・修学旅行費を除いて平均支給額は平成28年度実績により記入。

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 0 ○ 44,160
・支給平均額は28年度の実績額による
・通学費は対象費目であるが実績なし

○ 11,420 ○ 20,470 ○ 44,700

○ 11,420 ○ 20,470 ○ 0 ○ 45,500 ・通学費は対象者がいないため、校外活動費が町より補助金を支給しているため実績なし

○ 11,420 ○ 20,470 ○ 52,000

○ 11,100 ○ 19,900 ○ 45,000

○ 11,100 ○ 19,900 ○ 0 修学旅行費については、実績なしのため「０」となっている。

学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費

（１）項目毎の援助額

Ⅲ　平成２９年度準要保護就学援助額

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）



該当団体数21

愛媛県 松山市

愛媛県 今治市

愛媛県 宇和島市

愛媛県 八幡浜市

愛媛県 新居浜市

愛媛県 西条市

愛媛県 大洲市

愛媛県 伊予市

愛媛県
四国中央
市

愛媛県 西予市

愛媛県 東温市

愛媛県 上島町

愛媛県
久万高原
町

愛媛県 松前町

愛媛県 砥部町

愛媛県 内子町

愛媛県 伊方町

愛媛県 松野町

愛媛県 鬼北町

愛媛県 愛南町

愛媛県
篠山小中
学校組合

①都道府県②市町村

（２）補足事項　（１）でその他に○をした場合、費目毎の援助額の内容

実費
支給
平均額

現物支給 上限額
上限の
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支給
平均額

一定額
一定の
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その他 実費
支給
平均額

現物支給 上限額
上限の
金額

支給
平均額

一定額
一定の
金額

その他 実費
支給
平均額

現物支給 上限額
上限の
金額

支給
平均額

一定額
一定の
金額

その他 実費
支給
平均額

現物支給 上限額
上限の
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支給
平均額

一定額
一定の
金額

その他
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○ 22,320 ○ 23,550 ○ 143,780 ○ 57,696 ・修学旅行費の支給平均額は平成28年度の実績額。

○ 21,700 ○ 22,900 ○ 0 ○ 55,900 51,358
・通学費は、対象費目としてはあっても実績がない
・修学旅行費は、Ｈ２８年度実績額

○ 24,550 ○ 47,400 ○ 54,000 実費支給の費目については見込額の算出が困難であるため、28年度実績額より算出。

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 0 ○ 68,000
・「支給平均額」欄については、29年度予算に計上した単価。
・通学費については、対象費目としてあるものの、実績はない。

○ 24,550 ○ 47,400 ○ 1,600 ○ 47,200 ・学用品費と通学用品費を合わせて24,550円支給。

○ 22,320 22,320 ○ 23,550 ○ 106,000 ○ 61,000
・医療費は、平成28年10月からの無償化により実績がなかった。
・新入学学用品費については、国の基準単価に合わせるよう補正予算で対応することを検討している。

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 90,000
通学用品費は、学用品費と合わせて支給している。
（学用品費＋通学用品費＝22,320円）

○ 22,320 ○ 47,400 47,400 ○ 0 ○ 61,801 通学費については実績なし

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 47,567 ・支給平均額はすべて平成28年度実績。

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 58,920 ○ 69,889

○ 26,820 ○ 47,400 47,400 ○ 0 ○ 57,590 57,590

・通学費は、対象者がいない。
・学用品費と通学用品費、校外活動費(宿泊を伴わないもの)は、学用品費等として、まとめて援助してい
る。（1年生24,590円、2･3年生26,820円を一定額（年額）に設定。）

○ 22,320 22,320 ○ 23,550 23,550 ○ 0 ○ 70,000
・修学旅行費は29年度予算に計上した単価
・通学費は支給実績なし

○ 22,320 ○ 23,550 ○ 0 ○ 59,900 通学費は実績がない

○ 26,820 ○ 23,550 ○ 0 ○ 62,680
・通学用品費、校外活動費（宿泊を伴わないもの）を学用品費に含む
・通学費は前年度支給実績なし

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 136,992 ○ 52,000 ・修学旅行費を除いて平均支給額は平成28年度実績により記入。

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 0 ○ 69,200
・支給平均額は28年度の実績額による
・通学費は対象費目であるが実績なし

○ 22,320 ○ 23,550 ○ 81,266

○ 22,320 ○ 23,550 ○ 0 ○ 58,780 ・通学費は対象者がいないため、校外活動費は町より補助金を支給しているため実績なし。

○ 22,320 ○ 23,550 ○ 55,000

○ 21,700 ○ 22,900 ○ 70,000

○ 21,700 ○ 22,900 ○ 0 修学旅行費については、実績なしのため「０」となっている。

（１）費用毎の援助額

学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費

２．中学校の就学援助の額の単価（一人当たり年間支給額）



該当団体数21

愛媛県 松山市

愛媛県 今治市

愛媛県 宇和島市

愛媛県 八幡浜市

愛媛県 新居浜市

愛媛県 西条市

愛媛県 大洲市

愛媛県 伊予市

愛媛県
四国中央
市

愛媛県 西予市

愛媛県 東温市

愛媛県 上島町

愛媛県
久万高原
町

愛媛県 松前町

愛媛県 砥部町

愛媛県 内子町

愛媛県 伊方町

愛媛県 松野町

愛媛県 鬼北町

愛媛県 愛南町

愛媛県
篠山小中
学校組合

①都道府県②市町村

自由記載欄

17 4 4 2

○

・教育委員会は、校長会を通じて、教材の選定に配慮するなど家庭の負担が過大にならな
いよう各学校に指導している。
・小学校の社会副読本や中学生に配布する市内地図など、一部の教材を児童生徒に無償
で支給している。

設問Ⅰ６について
・就学援助費は各学校を通じて保護者へ支給しており、支給時期は学校への振り込みの時期としている。
・各学校によって実施時期が異なる修学旅行費および校外活動費（宿泊を伴うもの）については、６月以降随時支給している。

○

○

○

○

○

○

○

○

・市内に制服等のリサイクルを行っている団体があり、希望する児童生徒の保護者に団体を
紹介している。
・学校主催のバザー等でも制服のリサイクルを行っている。

○ 現在、平成30年度入学予定者に対して入学前支給を行うかどうか検討中である。

○

○

○

○

○ PTA活動の廉売会において、不要になった通学用服等を提供している。

○

○
全児童生徒に対して、入学に伴う入学準備品のうち指定用品の購入代金の一部助成（小学
生  ＠10,000円 ・ 中学生 ＠30,000）

○

○

○

○

イに○をした場合，その内容

ア．特に
取組を
行ってい
ない（把
握してい
ない）

イ．取組
を行って
いる（把
握してい
る）

Ⅳ　その他

通学用服等の学用品等の購入等に関して、保護者負担軽減策として実施している（把握している）取組


